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非開示理由等 所管局部課等

1 H29.6.30 H29.7.14
①調査報告書
②平成２９年６月１５日に実
施の陳述聴取録

60 1 1 1 1 1

（７条２号）不動産鑑定士の氏名及び陳述人の氏
名・住所については、特定の個人の情報を識別する
ことができる情報であるため。
（７条３号）調査報告書には、不動産鑑定会社が独
自に収集・加工した情報が含まれており、公にする
ことにより、当該法人の競争上又は事業運営上の地
位、その他社会的な地位が損なわれるため。
（７条４号）印影については、容易に複製され、文
書偽造に利用されるおそれがあり、犯罪の予防に支
障があるため。
（７条６号）公にすることにより、監査を行うに際
し、正確な事実の把握を困難にするおそれがあるた
め。

監査事務局総
務課

2 H29.7.4 H29.7.11

　２０１６年１１月１日から
２０１７年６月３０日までの
期間に都監査委員会事務局職
員によって作成された職務に
関する働きかけについての対
応記録票の全部（知事部局の
「職務に関する働きかけにつ
いての対応記録票」にあたる
もの）

1

　２０１６年１１月１日から２０１７年６月３０日
までの期間に、「職務に関する働きかけ」につい
て、当局においては対応実績がないため、開示すべ
き公文書が存在しない。

監査事務局総
務課

決定区分 （根拠規定）条例７条


